
この表は、住宅・土地統計調査の結果である。標本抽出調査による推計値であるため、１の位を四捨五入し、

10の位までを有効数字として表章した。したがって、表中の個々の数字の合計が必ずしも総数とは一致しない。

その１ 居住世帯の有無別住宅数及び住宅以外で人
が居住する建物数

　（各年10月1日現在）

同居世帯 同居世帯 一時現在
な　　　し あ　　　り 者　の　み

平成25年

30年

令和5年

資資料料　　総総務務省省統統計計局局

総　数総　数 空 き 家

44--11　　住住　　　　　　　　　　　　宅宅

年　　次

住　　　　　　　　宅　　　　　　　　数
住 宅 以 外 で
人 が居住する
建　　物　　数

総　　数
居　住　世　帯　あ　り 居　 住 　世 　帯 　な 　し

建 築 中

その２

（令和5年10月1日現在）
新　　築

都市再生機構・ （建て替え

公社 な ど 　を除く）

平成13年　～　　  22年

23年　～　令和2年

令和3年　～　 5年9月

資資料料　　総総務務省省統統計計局局

その他建て替え 相続・贈与

住宅の購入・新築・建て替え等別
持ち家数

年　次 総　数

新　築　住　宅　を　購　入
中古住宅
を 購 入総　数 民　　間

住宅の種類・住宅の所有の関係別住宅数、世帯数、世帯人
員、1住宅当たり居住室数、１住宅当たり畳数、１住宅当たり
延べ面積、１人当たり畳数及び１室当たり人員

（各年10月1日現在）
１ 住 宅 １ 住 宅 １ 住 宅 １ 人 １ 室
当 た り 当 た り 当 た り 当 た り 当 た り
居住室数 畳 数 延べ面積 畳 数 人 員

全 市 ＊

持 ち 家
借 家

専 用 住 宅 ＊
店舗その他の併用住宅 ＊

全 市 ＊

持 ち 家
借 家

専 用 住 宅 ＊
店舗その他の併用住宅 ＊

全 市 ＊

持 ち 家
借 家

専 用 住 宅 ＊
店舗その他の併用住宅 ＊

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 ＊は住宅の所有関係「不詳」を含む。

世帯数 世帯人員

平成 2 年

（所有関係）

住宅数

その４

区　　　　　分

平成 30年

（所有関係）

（種　　類）

令和 5年

（所有関係）

（種　　類）

（種　　類）

（令和5年10月1日現在）

平成25年 …  

30年 …  

令和5年

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 令和5年より一部分類の項目が追加

高齢者等の
ための設備

はない
総　数

手　　す　　り　　が　　あ　　る　　　
またぎやすい
高さの浴槽

廊 下 等 が 車
い す で 通 行
可能な幅

段差のない
屋内その他

　 設　　備　　が　　あ　　る

居住室

道路から玄関
まで車いすで
通行可能

浴室暖房乾燥
機

年　　次 総　　数

高　　齢　　者　　等　　の　　た　　め　　の  　

浴　　室 脱衣所

その３　高齢者等のための

廊　　下 階　　段総　　数 玄　　関 トイレ

設備状況別住宅数
（令和5年10月1日現在）

平成25年 …  

30年 …  

令和5年

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 令和5年より一部分類の項目が追加

高齢者等の
ための設備

はない
総　数

手　　す　　り　　が　　あ　　る　　　
またぎやすい
高さの浴槽

廊 下 等 が 車
い す で 通 行
可能な幅

段差のない
屋内その他

　 設　　備　　が　　あ　　る

居住室

道路から玄関
まで車いすで
通行可能

浴室暖房乾燥
機

年　　次 総　　数

高　　齢　　者　　等　　の　　た　　め　　の  　

浴　　室 脱衣所

その３　高齢者等のための

廊　　下 階　　段総　　数 玄　　関 トイレ

設備状況別住宅数

24 25

4 住 宅4住 宅



この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

農家とは経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が10アール未満であっても、調査期日前

1年間における農産物販売金額が15万円以上あった世帯をいう。販売農家とは経営耕地面積が30アール以上又は調査

期日前1年間における農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。自給的農家とは経営耕地面積が30アール未満で、

かつ、調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。

総農家
販売
農家

自給的
農　家

総農家
販売
農家

自給的
農　家

総農家
販売
農家

自給的
農　家

愛 知 県
小 牧 市

資資料料　　農農林林水水産産省省

この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

基幹的農業従事者とは15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

計 男 女

愛 知 県
小 牧 市

資資料料　　農農林林水水産産省省 ※令和2年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

主業経営体とは農業所得が主で、調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる

経営体をいう。準主業経営体とは農業外所得が主で、調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未

満の世帯員がいる経営体をいう。副業的経営体とは調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満

の世帯員がいない経営体をいう。

主　業
経営体

準主業
経営体

副業的
経営体

主　業
経営体

準主業
経営体

副業的
経営体

主　業
経営体

準主業
経営体

副業的
経営体

愛 知 県
小 牧 市

資資料料　　農農林林水水産産省省 ※平成27年以前の値は販売農家数である。

※令和2年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

令和2年

55--11　　農農　　　　　　　　　　　　　　　　業業
その１　農家数（総農家、販売農家、自給的農家）

区　　分
平成22年 平成27年

平成22年 令和2年平成27年
区　　分

その２　基幹的農業従事者数（個人経営体）  

その３　主副業別農業経営体数（個人経営体）  

区　　分
令和2年

その５　 住宅の種類、構造、建築の時期別住宅数
（令和5年10月1日現在）

昭和45年 昭和46年 昭和56年 平成3年 平成13年 平成18年 平成23年 平成28年 令和3年
以前 ～55年 ～平成2年 ～12年 ～17年 ～22年 ～27年 ～令和2年 ～5年9月

全 市
（構　造）

木 造
非 木 造

（種　類）
専 用 住 宅
店舗その他の併用住宅

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 ※令和5年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

44--11　　住住　　　　　　　　　　　　宅宅（（続続きき））

区　　　　　分 総　　数

その６ 世帯の収入、住宅の所有の関係別主世帯数、
１世帯当たり人員、１世帯当たり居住室数

（令和5年10月1日現在）

公 営 の 都市再生機構民 営 給 与
借 家 ・公社の借家 借 家 住 宅

主世帯総数

万円未満
100～150
150～200
200～300
300～400
400～500
500～700
700～1000
1000～1500

万円以上

1世帯当たり人員総数

万円未満
100～150
150～200
200～300
300～400
400～500
500～700
700～1000
1000～1500

万円以上

1世帯当たり居住室数

万円未満
100～150
150～200
200～300
300～400
400～500
500～700
700～1000
1000～1500

万円以上

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 ※令和5年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

総　数 持ち家
総　数

借　　　　　　　　　　家
区　　　　分

26

4住 宅

27

5 農 業


